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開発戦略としての「韓国モデ、ル」

I 序：問題設定と分析視角

II 工業晶占有ll＇，の成長

盟 工業品輸出・工業化・経済発民

IV 結語： 「韓国モデル」の適用可能性

I 序：問題設定と分析視角

本f高は，過去25年｝こわたる韓凶の経済発展の実

証モデノレ化と，その経験の東南アジア諸国への適

用可能性を考察することにあてられる。ここで取

上げられる特徴のうちあるものは東アジア諸国

（韓目台湾‘ tヰ港，う／ Jiポール）に共通であるか

もしれなし、し，あるヤはいわゆる中進国一般にあ

てはまることかもしれない。また他のあるものは

多分；こ韓国の特殊性を示すものであるかもしれな

い。ここではその区別には特に注意を払わず，韓

国の経済発展に見出される諸ノξケーンを開発戦略

の一つのタイプとして帰納的なモデル化を行な

い，かく実証的に見出される「韓国モデソレ」がど

のような条件の下で適用可能であるのかにつきい

くつかの考慮すべき点を指摘する。

韓国の経済発展の研究の一つの中心は，工業品

輸出の急速な拡大を可能にした要因の分析であっ

た。工業品輸出の爆発的増加をもたらした政策諸

手段lこっu、てはすでtこ多くの研究ボなされてお

り，韓国の経験のこの側面は「輸出主導工業化J

!:: ，，う呼称で要約されている位ヘ最近とみに関

心が高まっている韓国経済発展の他の側面は，そ

のマクロ面でのバーブオーマンス、すなわち，急
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速な経済成長，雇用の拡大，所得分配の改善の同

時達成がなされたをいうことである。韓国の経験

のこの側面は「公正な成長」と要約されている

C/t2）。上述の韓国経済発展の 2側面は， 「輪出主

導工業化Jが資源賦存状況に最も適した産業およ

び技術の選択を通じて雇用拡大と急速な成長を可

能にしたという形で相互に間連してし、ると主張

されている。本稿では，その関連を実証的により

明確に把握するため，①工業品輸出の.lJl；大，②工

業化，③マクロ衝でのパーフォーマンスの三つの

側面を取l:Jf，そtl.C-，を結〆＆ミ ／カニズムを考察す

る。そして，開発戦略としとの「韓国モデFレJの他

の発展途上国への適用可能性についても，それら

三つの側面を結ぶ各段階ご、とに検討がなされる。

開発戦略の観点からわれわれが究極的に関心を寄

せているのは③マクロ面でのパーフォーマンス

（成長，履用，所得分配）であり， ②工業化や①工

業品輸出の拡大はより高次の目標を達成するため

の資源配分の代替的可能性の一つにすぎない。わ

れわれは，韓国において①，②，③を結ぶリンク

がどのように機能したかを検討し，併せそれがど

のような条件の下で働きうるメカニズムなのかに

ついての予備的考察を行なうっ

上lこ示されてU、るように，本稿では－－[El経済の

対外的関係とその内部の部門聞の関係との両方を

考察の対象とする。この両者を統一的に取扱う分

キ斤フレームワークとして，ダグラス.s .ポーと

ゾョン・C•H ・フェイの開放三重経済発展理論が
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ある（注3）。ポー ブヱイ・モデIレiま，部門間経済

関係の包括的取扱ヤと経済発展段階と開発戦略に

関する歴史的ノfースペクティヴの両点に特色を持

つものであり，そ斗で提示されている経済発展経

路のタイプ分：n土調発戦略の有効性を考える上で

の」つの準拠枠色与えている。本橋での論述の基

調は統計資料に基づく実証的なものであり，韓国

の経験の他国への適用可能性を考察するにあたっ

てはホー＝フェイ・モデルが念頭に置かれている

一方，主たポ一二フ ::r ｛・モデル自体を批判的に

怜立するための素材ともなりうるものである。そ

三で，以下， 7氏一一フコイびl；飴渡期成長（trnn

耳rowth）の研究を開発戦略の検討に直接関係する

分野に絞つて要約紹介する。

ポ一二フ工イは，｛ff:開発地域；4おじる第2次大

戦後の経済発展を，植民地経済から（サイモン・ケ

f名ツソによ t）定義され／：：意思kでの）近代経済成長へ

の過渡期経済成長として把握する。とのような歴

史的パースベクティヴの下，彼らは各国の政治・

社公的および経済・地理的諸要因により規定され

るw隠奥的？ー制度的責~え薫；視し，それらの面での

初期条件の相違を経済発展のコースの多様性を決

定する主要悶として位置づける。ポー＝フェイの

アプローチでは，開発戦略は経済発展のコースに

影響を与える外生的婆困としてよりも，むしろ上

述の諸々の環境I要因に上り説明されるものとして

取扱われる。しかし，このことは彼らが開発政策

の経済システムへの影響を全く考麗してし、なヤと

いうことを意味するものではない。彼らの開発戦

略についての基本的見解は， 「過渡期の戦略の中

心的課題は，過i度期成長の円滑な進行を妨げる短

期的なボトルネソ夕、か噴らが伝 L....適切立政憲1:

l !L克Uli:-tることであるJ(p. 241）と 1,、う ‘文に要

約されている。開発政策を各国の状況に適応した

凋発戦略モして ，｝） 「特国モデル」

ものとする上で最重点を置くべきポイントとし

て，過渡期成長の過程が国；とより異なることと各

国で過渡的段階（transition phases）の継起が見られ

る二との 2点が指摘される。ここに，過渡期成長

過程の類型と過渡的段階は，経済構造〔主要経済部

門），経済循環メカニズム（部門間松互関係〕，経夜

組織（資源配分の政治・経済システムHこより特徴づ

けられ，相互に対比される。

ポ一口フェイは，政策提言にあたり過去の経済

発展パターンの観察に大きく依拠する。彼らの政

策的結論には実証的命題と規範的命題とが十分に

整理されずに罷在しており，しばしばその論拠は

必ずしも明確ではない。ただし，ここでは彼らの

主要な結論を彼ら自身の表現に忠実に，そして彼

ら自身が述べている順序で要約紹介する（番号づけ

は本稿の筆者によるものであるん

(l) 労｛脳盈剰経済の発展には，過剰労働を雇用し生産

的に活用することを通じて，土地に重心を置く経済

から労働に重心を置く経済への転換をもたらすよう

な，特定のタイプcの開発戦略が必要とされる。

(2) 小さな労働過剰l経済の場合には，輸出代替の達成

i主過渡期成長の重要かつ実現可能な目標である。

(31 小さな労働過剰経済での輸出代替成長期iこは，輪

入代替成長期が先行せねばならない。

(4）植民地時代の遺産として二つの構造的特徴が残さ

れたc それらは，（1）比較的近代的なエンクレーヴと

膨大な後進的農業部門とが分断されていること，（2)

エLクレーヴでの活動ほ一次産品輸出が支配的であ

り製造業は存在したとしてもきわめて微少なこと，

のニつである。

(5) 植民地的経済構造を改変するための経済発展にと

つての主要課題は，農業近代化土工業化を通ずる経

済の統合である。

(6) 輸入代替戦略の基本iま一次産品輸出の利務を工業

企業家に移転することにある。との戦略は，公定為

替レートによる国内通貨の過大評価，保護関税，イ

ンフしーショシ，低金利政策，その他の貿易政策に

より実施される。
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Ⅱ　工業品輸出の成長
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171 茸i必の場合，伝統的民業の近代化による経済の統

合は，工業向1ド，－、の過剰労働力の移動を巧能とする

条件として，そして余積投1誌の形での虚業部門から

の貯蓄の待転を伴う条件と Lて、翰II＼代替成長期の

開始の先行条件である。

l8i 輸入代替期は， .3'l.業近代化の開始と全業家のcjj’｛動

使用的技術への「経験による習得をJillじての）転換

の機会を与える－：1守的な桟ru:i1日であるr これらの

条件が満Pとされるlh'i；こ（土？翰けl/'i:守成長が開始さ

れ，かなり長期にわたる急速江所得の成長がIヲtl色と

なる。

そして要約として，

191 土地に近心を置く植民地的検出経済の改変は，~

易に関連ーした政策のみで達成できるものではなL、。

経済の根本的改変のためには，農業の近代化と工業

部門での労働使用的技術を亘視する枝吉！？？革新が長亘

要な要因である。輸入代替成長の終百に｜探して崎Iii

代替がtl1現「るためには，総人｛tic干期においてこれ

らの広一本的な変化が開始されていなければならな

v、。

ここで， 用語法についての注意をーっしてお

、。 ポー＝7 ::r.イがここで用いてヤる「輸出代持i

(export suhstitution）とは司 主要輸出品どして工業

品が一次産S'uに代替する現象を指しており， それ

まで未加工の主主輸出されていた同産一次産品の

加工輸出を問題としているミント等のrm苦法どは

日！Jの概念規定である（注針。

ポーニフェイは， これまで斡入代替工業化を推

進してきた東南アジア諸国に対して， Ll'己（6Hこ掲

げられている輸入代替政策体系を廃L，検出代杯

政策体系を採用することを提唱する。しかし，そ

のような政策転換により， ［かなり長期にわたる

急速な所？！｝の~長が可能となる J （上訂以）のかど

そしてそれが公正な主壬済成長のパターンを
、－ .・
• J Ii、，

示しうるのかど行方 これらの点についての検討

はポ一二つ二イ♂）著書でも卜分になよされておら

子、東rfiアジアの開発戦略を考える土での緊急の

研究課題となー〉ている。そこで次節以下，輸出代

β6 

替過程の動態とその経済発展全般との関係を韓国

の例について統計的に跡付け，結論では上述の問

題意識に照しての暫定的見解を述べる。

(1-t 1) Westphal, Larry E，“The Republic of 

Korea’s Experience with Export-Led Industrial 

Development‘， iVorld J)l'uelo/>11u’nt, Vol. 6, No. :l, 

1978, pp. :147 :¥82. 

(II 2) Rao, D. C.，“ Economic c;rowth and 

Equity in the Republic of Korea，” World Deuelof>・ 

/lit’nt, Vol. 6, No. 3, 1978, pp. 383-396. 

(/l-. 3) Paauw, Douglas S. and John C. H. Fci, 

The Transition Grmeth in Open Dualistic E《・o-

J/Olllie’s, New Haven, Conn., Yale University Pre泊，

1973. 

(I! 4) Myint, Hla, ＇ζOverall Report，” in Asian 

Deve:lopment Bank, Southeast ilsia’s Economy in 

tft,, lリ＇70人 London,Longman, 1971. 

II 工業品輸出の成長

われわれの韓国経済研究で最初に取上げるのは

工業品輸出の拡大の分析である。第 1図は工業品

輸出の急速な伸びと全輪出中のシェアの上昇を示

している。工業品の全輸出中のシェアは，初毅

(1955～62年）の15%，の水準から，最近（1971～77

{fo)の80%という高水準にまで達した。 このシェ

アの上昇は最初第 l次 5カ年計画期間（1962～66

年）中に起こり， 1965年までには60%を越えるに

至った。そして1970年までには80%に達し， その

後80%を少し越えるレベルで推移してし、るが， 70

年代後半にかけて緩やかな上昇が見られる。

まず， 上述の各局面のそれぞれで輪出拡大に最

も貢献した産業を明らかにしよう。第 1表は，製

造業を構成する SITCの四つのグループoの輪出パ

ーフォーマンスを示したものである。 1950年代

と60年代初期の工業品輸出の大部分は SITCクソレ

ープ6によるものであった。 このゲ、ループの中
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開発戦略としての「韓国モデルJ

鱗1；裁工業品輸出増加の SITCグループ別分析

（単位： 100万Us ~；レ）

工業品輸出 SITC 5 SITC 6 SITC 7 SITC 8 

一1962 10.6 0.9 6.2 1.4 2.0 
(19. :l) (1.8) (11. 3) (2.6) (3.6) 

1%5 1佃 .8 0.4 66.4 5.5 34.5 
(61. 0) (0.2) (:37. 9) (3.1) (19.7) 

1970 646.:¥ 11.4 220.9 61.5 352.5 
(77. 4) (1.4) (26 .4) (7.4) (42. 2) 

1927 8,531.0 226.0 3,019.3 1,741.2 3,544.4 
(84. 9) (2.2) (30幽 1) (17. 3) (35.3) 

増 カ日〔年平均成長率 （%）〕
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( Iii所j Eco盛田凶cPlanning Board, Korean Statistical Yeaル仰h，各年版。

（注〉 （〉内は総輸出額中のシェア（%〉。

で，この期間継続的に大規模な輸出を記録したの

は綿布のみであり，他に時折金属製品の相当量の

輸出が見られた。 1962～65年の聞の工業品輸出シ

ェアの最初の上昇のほぼ3分の 2はグループ6に

よる（この中には，新輸出品民である合桜も含まれる〉。

残り 3分の 1は，衣服・履物・かつら等を含むグ

jレーブ8からの輸出であった。この段階ではグル

ーヅ7（機械）の輸出はきわめて小さいものであっ

た。

第 2期（1965～70年）の特徴は，前期と比べてグ

ルー7コGとグループ8の輸出増大への貢獄度が逆

転し，グループ8の輸出増加が（絶対額で見て〉グ

ループ6の輸出増加の2倍の大きさを持ったこと

である。この期間，輸出成長率についてはグルー

プ6が最も低く，全輸出中のシェアは著しく低下

した。

第3期 (1970～77年〉において最高の輸出成長率

を示しそして最大のシェアの増加を記録したのは

グループ7であった。グループ8は，絶対額では

最大の増加を示し，全輸出中のシzアでは依然と

して最高であったが，輸出成長率は一段と低まり

シzアは低下した。これに対し，グループ6の輸

出成長率は新たな高まりを示し，前期に失ったシ

ェアの幾分かを回復した。

これらのファインディングは，上述の三つの期

間のそれぞれにおける輸出拡大の性格についての

ヒントを与えてくれる（もっとも，われわれの用い

た統計はかなり集計度の高いものであり，分類上の恋意

性は否定できない。後ほど，より詳細なレベルでの輸出

パーフ十一マンスの検討と再集計を行ない，この欠焔を

わづかなりとも補う）。

第 I期（1962～65年〉には，グルーフ。6とグルー

プ8が急速な輪出の成長を示した一方，グループρ

5とクマループ7の輸出は低水準に留った。との期

の輸出は，この時までに十分確立されていた産業

部門（グループ。6〕と短期間に輸出専門工業として

成長することができた分野（グループ8）にかぎら

れていた。
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鋳 1図輸出の趨勢と工業品のシェア， 1955-77年
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（出所） Economic Planning Board, Korea Statisti二

cal Yearbook，各年版。
（注〉 ここで工業品とはSITCグルーフ。5～8を指
す。

第2期 (1965～7併刊には，グループGどグルー

プ8の輸出成長率はともに大幅に減少した。両者

の成長率を比較してみると，グループ8がグルー

プ6の2倍以との率で輸出を伸ばしたことがわか

るが，これは生産規模拡張の容易さと市場環境が

より有利なものであったことに帰せられるように

恩われる。

グルーヅ日とグループ？の輸出成長率がゲルー

プ6・グループ8より高レという状祝は第2期

(1965～70年）に見られるようになったが，それは
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第3期 (1970～77年〉にも変わることがなかった。

グループ5の輸出が絶対額ではきわめて小さL、t

のであるのに対し，グループ7の輸出は量的にも

重要性を持つに至った。ここに見られる新輸出産

業の成長は，韓国の工業品輸出の新局面を聞くも

のとして注目に値する。以下，輪出拡大のより詳

細な分析を試みてみたい。

低開発国からの工業品輸出拡大の可能性として

目下議論に上っているものには，大別してさつの

タイプがあるcn-I ）。その第1は国内産原材料の力11

工製品輸出であり，ミントが輸出代替工業化と呼

ぶところのものである市2〕。第2は輸入代替産業

の輪出産業への転換であり，ボー＝フェイが一つ

の局面移行として輸出代替工業化と呼ぶものの中

械である。第3は輸出向け産業または生産工程を

新たに設けることで，伝統的な労働集約的消費財

の生産と，最近見られるようになった部品生産・

加工・組立等の労働集約的工程の受入れが含まれ

る。以下，韓国の輸出工業をこの分類にしたがっ

てグループ別けし，韓国の工業品輸出の特徴を明

らかにしたい。

1. 国産原材料の加工輸出

韓国では，生糸と人髪が輸出拡大に貢献したこ

っの国産原材料である。第2表は，生糸関連輸出

品全体の中で趨勢として加工度の高い製品の割合

が増加したことを示したものである。生糸のまま

での輸出は当初の100%から現在の 30%程度にま

で下落したが，その変化のほとんどが70年代に起

きたことが観察される。第3表は同様の変化を人

髪とかつらについて見たものであるが，ここでは

より急速かつ完全な転換が60年代中葉に見受けら

れる。 1963年に開始されたかつらの輸出は急速な

伸長を示し，国内供給能力を上回る原材料需要の

ため， 60年代後半には輸入原材料への依存度を高
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1 %9 I). 7 '.19.:¥ lifi,858 
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lリ71 ｛）．（） ［（）（）ー（｝ 75,%1 

1972 1.0 り9.1 8(1,299 
197:¥ il .1 り9.9 8/l, 712 
1974 ｛）（） ]()(). () 79,258 
1975 I) .1 !19.9 81,907 
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1977 (J.] 99.9 Ii:¥，リ12

（山所j （）白ice引［ Custom討 Ac!mini stratiりn,:-..'tat1s 

tica[ Yeaγhool, of Foreign Tγα:de、不宍為L。

ih, ［五内原材料基盤を離れて輸出特化工業として

確立された。これら国内資源加工により開始され

た工業品輸出の主輸出に占める割合は， 1%0年代

初jょへの約 7＇；（，から l970年頃にはがJl7%に士で高支

ったが，その後抗議を続け1977年には；l＇.＇.：，以下＇二

七で減少したn これら製品の輪！引拡大への貢献は

無視でき i¥1，、：にきさであり，ことにお？輸出産業が

Pfl 1c11wmr,と［て！〉［市，：qqモ子ノiJ 

第4表総輸出中の木製品，繊維製ι金Ko!,

製品のシ τ ア， 19ii2～77年（%）

I I 金属および｜i~Hおよびi I 
負り ,¥-/,I繊維 製 品ISITC (i 、ト＂ i SITC I 
日JTCii:¥ I SITC 65 li7十68斗69

1962 4.2 1.0 2.心 11.:l 
19/i:l 9.0 14.4 J2.4 
1964 tJ.7 Hi.5 6.9 :,s.s 
]96:, 10.,J 15.0 10.2 :17.9 
1966 12.2 1:l.8 5.9 :-1:u; 

l %7 11.4 15.:l 3.:! :n.7 
l %8 14.5 1:¥. 4 2.7 :n .s 
1969 12.9 10.li予 :u 27.9 
1970 11.2 10.2 3.8 26.4 
1971 12.1 12.9 3.9 :lO.自

1972 10.5 10.9 7.4 :n .7 
197:l 9.2 l:Ll 7.8 :t¥.2 
1974 ,1.5 11.0 13.0 :u.1 
1975 ,J. 5 : 12.8 7.2 29.2 
197り ,1. 7 12.4 8.ll :io.‘1 
1977 ,1,'.! 10.8 9.9 :lO. l 

( /i-l1kl The Bank of Korea, f~m1101J1ic .＇イtalist ics 

Y ,,a rl)()ok，各年版。

確立される以前のl960if｛＼には重要な輸出産i,71を

俵成してし、た。

2. 輸入代替産業の輸出産業への転換

二の－／7工ゴリーは、大体のところ SITCグルー

-/ 6に対応するが， グルー 7° 5, 7' 8の中のあ

るf製品もこのカテゴリーに；0fJ;じするように思われ

る《 ここでは．グループ6の中の三つの主要な輪

出産業を取上げる。それらは，「木材および事：!i',i,J

¥SIT、CG〆1

(S[H、t》i769）である。 「木材お上び製品！の輸出

の大部分はI9nO年前後iこ輸出を開始した合板であ

る。この産業からの輸出の絶対額は197,1年を除い

ては増加を続けたが，その相対的地位は1970年前

後から下がり始めた（第4夫）0 1950年代にすでに

確立してし、た繊維産業の輪出はその後も増加を続

け、そのシ工アは1964年以降一貫して10%を越え

る水準で推移した。これに対し， l金属および製

i,1iJの輸出は絶対額においてもシェアにおL、ても

変動を繰返した。以下、それぞれの産業の代表的

輸出品を取り上げ、輸出の推移を見ょう。
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合板生存は60年代前平Iこ念、速に輸出指向度を高

め，売上中の輸出の割合は， 1960年には 0.1%で

あったが1965年には約80予もにまで高まり，その後

もその水準を保ってヤる。 1974年の突然の大幅な

輸出下滞は生産高の減少（Jlff年比一15.2%〕をもた

らしたが，その後の回復は急速であり，輸出数量

の増加 f上：J{氏い輸出価怖ででなあったがjにより 19

75年には73年の生産水準を回t質した。
「織維J(SlTC 65）については，その全輸出中の

シェアが不安定な動きを示している〈第4表〕 li，が

検討されねばならない。第6表は，織物輸出の中

で綿，毛，介織のそれぞれのシ且アを示したもの

である。ここに明「〉かなように，綿識物のシヱア

が99.9%から25%に下がる一方，合繊織物のシz

アは0.1%から 70%近くまで上昇している。合繊

織物は識物輸出中もっともダイナミックな成長を

示した製品であり， 1974年に綿織物，毛織物の輸

出舗が下落した際にも，継続して輸出の増加を記

鍛している。しかし，グループ回全体の輸出中で

の織物の比重は継続的に下落してきた。この差の

大部分は二、ゾト製品の輪出の急速な伸長による

が，ニット製品は輸入代替産業として起こったと

いうよりは新輸出特化藤業として移植された側面

が強いのでここには含めなL、
SITCク守ループ6の主要輸出品の最後の例とし

て金属産業を見ょう。第6表は「金属および製品」

の内訳別に輸出の推移を示したものである。この

第晶表金属および製！日の輪／J¥, 1962～7T{jc. 
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I 1,43~ ( 2 6) 
12 ,51'.-l (14.4) 
8,232( 6.9) 
17,860(10.2) 
14,840( 5.9) 

10,704( 3.3) 
12,424( 2.7) 
l'l,478( 3.1) 
31,398( 3.8) 
41,582( 3.9) 

120,906( 7.4) 
259,142( 7.8) 
581,513(13.0) 
363,585( 7.2) 
613,731( 8.0) 
993,451( 9.9) 

SITC 67 

（出所） 第4表に同じ。
（注〕 （ 〕内は総輸出額中のシェア（%）。
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第7袋衣服と履物の輸出額と総輸出額に占
める割合， 1960～77年

（単位 l，α)OU SドJレ，%）

［衣一面 j 物
SITC 84 SITf 85 

1960 I ー（ー）｜ー（〕
1961 I 2( 0.0) ' 30(0.0) 
1962 I 1,119( 2.0) 238io.4) 
1963 I -1,644( 5.4) 738(0.9) 
1部4 I り，614(5.6) . 879 (0. 7) 

1965 I 20,713(11.s) I 4,151(2.4) 
1966 I 33,386(13.3) I 5,467(2.2) 
1967 I 59,208(18.5) I 8,139(2.5) 
1968 I 112,232(24.6) I 11,044(2.4) 
196θI 160,770(25.8) ; 10,47G(l.71 

1970 I どl:l,566(25.G)
1971 I :icは，265(28.5)
1972 I 442,221 (21. 2) 
1973 I 749,863(22.6) 
1974 I 956,974(21.5) 

1975 I 1,14s,223(22.6) 
1976 I 1,845,499(23.9) 
1977 I 2，（附1,671(20. 5) 

17,26自（2l) 
37 ,43(i (:I. cil 
55,404(3.4) 
lOG, 371 (,l. 2) 
179,547(4.。）

191,213(3.8) 
398,52,1(5. 2) 
487,626 i-1. C)¥ 

（出所） The Bank of Korea, External Trac!，ι’ 

Statistics, 1960, 1961年版および Economic

Statistics Yearbook，各年版。

友には，基礎金属（S1TC67と倒）と金属製！日IiSlTC 

(i()）との輸出ノ2ーフォーマンスの違い一一一前者の

頻繁な増減と後者の順調な伸びーーが対照的に示

されている。基礎金属産業は，生産技術面では規

模の経済がきわめて大きな要因であり， i言要m，で

は景気の波による大幅な市況の変化を豪れそれ

ゆえ生産能力と国内需要の聞には（正または負の）

大きな隔差が便じやすい。このような特徴は，「非

金属鉱産物」（討ITC伺，セ Jレトが大部分〉， 「紙お

よび製品」（SITC64）にも共通に見られる。 これ

に対し，金属製品産業は，需要・供給両面で木製

品，繊維等に類（況の性格を持っている上ろであ

り，それがこの産業の輸出産業としてのスムーズ

な成長の背景にあると推察される。

最後に，基礎金属産業の輸出に関連する概念上

の問題を付記しておく。韓国においては宅鉄でも

非鉄金属でも圏内産原鉱石に依存する形で当初生

産が開始された。しかし，基礎金属産業からの輸

開発戦略としての「勝国モデル」

錨8家電子工業の生産と輸出の製品タイプ別，
企業ケイずり！J構成， 1965～75年

〈単位； 100万usドル）

I 製品のタイプ I I 企業のタイプ

消費向性且土二LI襲11主盟
L一一一一一一一一一一一一－ A 三！. I 

(1）生産

19!~51 5.01 2.1! ~, .J 10.61 .1 」
1966 / 9.8! 7 .5i 4 .6; 21.91 ・I ・4
1967 / 16.2! 10. 7i 9. 9 36.81 ぺぺ
1968 I 12.叫 6，引 24.3'. 43.9: 28.創 2.41 15.0 
19691 20.引 9.21 48.6: 78.引 45.引 2.引 30.1

19701 30.41 17.41 58.51 lOG.，引 71.日 2.'iっ 32.1
19711 ~13.41 18.4! 86.21 138.01 67.11 20.91 50.0 
1972! 55.31 25.訟 127.α207.6' 96.41 40.9: 70.'.l 
1973, 135.41 43似 284.51462.9, 226.6: 125.41 114.9 
1974) 258.51 76.Si 478.61 813.6: 330. 71 170.，到 312.6
19751幻o.o1 93.創 496.61鉛 0.割 312:11229.41 310.0 

(2）輸出

19651 1.剖・！ 0.引 1.到。 i .... 
l 96fi I 2.81 0. O, 0.81 3.61 ； ・4
19正71 2.21 O.t 4.81 7.0! 2.4: 0.，引 4.J
19681 3.61 0.11 15.81 19.51 4.0! l.'i円 l:l.5
196θ7.1) 0.11 34.引 41.91 9.61 0.61 31.8 

19701 9.0 0.41 45訓 55.側 14.θ7.61 32.9 
19711 11.01 5.61 72.0I 88.刷 24.7i 11.11 52.8 
1972• 27.釧 11.01103.21 142.11 41.li 23.51 77.6 
197:{ 104.51 18.0I 246.81 369.31 115.51 72.61 181.2 
1974 161.ol 29.ol :m.41 518.51 145.Zi 121.61 251.6 
ii751 198.司35・可；M7・司 司 . / 司割引！日 95.6

（出所〉 The Kor剖 DevelopmentBank, Industry 

in Ko阿久 1970,1976年版。

0幻 1965～67{:f－のデータは調査範関が異なるため
｛也の年次とは厳密には比較可能ではない。

出を国産原材料の加工輸出として分類するより

は，輸入代替産業への転換の側面を強調すること

が韓国の工業発展のロジックを考える上に適切で

あると忠われる。またラ基礎金属輸出の大宗であ

る鉄鋼輸出は輸入資材の加工輸出の性格がきわめ

て強し国産鉄鉱石とは無関係である。

3. 輸出指向産業の移植

11) 伝統的労働集約的消費財

このタイプの代表的なものとして，衣服（SITC

84）と腫物（SITC85）を取上げることにする。第7

表に両産業の輸出拡大の模様が示されている。こ

れらの産業は，当初j国内市場向け生産から出発し

たことは確かであるが，その後輸出向け生産が本
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2(';10表船舶の需給， l'J70～7s1r

C liifι （；IT, '¥,) 

生 ！？正 輸／111 輸入 i斗内需要iK!Alun 
(¥ d'iJ ・ re) (Dr i l 

Jl170 札l川一II仇577 15~ ,:~77: -I 75_5 
1971 4'.l,::101 ー JO:-l,901 147，三lll I 7<Ui 
1972 50,4801 2,81X1ll5,7:l8 Hi:J,-118' 5./il 70.8 
1り7:l 1付人4741128,8“0404, 2:;z' 4:-JS, 846. 78. 8' 92. I 
J'J74, sr,1 ,87o5::o, no79s,:-1fi2 82tiふ121 'J4. 5, 9ti' 2 
1975；川12,460588,350 311 , 642 3;35 ,75三i りりー11 92_8 

( / Ufili ) Thじ KoreaDe,・elopment Bank, Inclust1：γ 

in Korea, 1971i i'f）析

/iJ' ［）二九十ぐ－－ B

格化す，るにしたかv、量的にも質的にも著しい変化

を道け，ぞれゆえむL乃輸出特化産：業の移析の似lj

而が二こでは強調されているc その根拠のーっと

しては，これらの産業で外国貿易高社や大手ス

ーパーに上る国際的商業下請（ir配 rnationalcom-

nwrc1al sub刊 ntractin日l を通じての輸出が重要な役

割を果たしてL、ることが挙げられるほ3)0 1,.J様の

事↑古i土光述び〕二、ソト製I守1fこっし、ても妥当する。

12) 労働集約的l：程の移植

三のゲイ ・fとしては，電子機器および部品が代

表的である。第付表には電子産業の生産と輸出の

成長が示されてlぜ、 ,:S0 三の表によれば， 60年代末

からの，包速な輸出の北大が、生産物yJ!Jで1土］＇ff＼品を

中心と L，企業別では外［日企業を中心として起こ

92 

第11表 τム業，＼hO）輪Illと生産の数量指数， 196:1～77,r 

工業品輸出，－， 製造業生産
生 産 指 数 数 位 指 数

1%:1 100.0 I mLo 
1%4 , 144.5 I iり7.7
l'Jli5 i 254.9 I 114_,1 
1%り I :-i:is. 1 14:1.:1 
1%7 149. ::l 1 185.6 

1968 685.5 I 2,51.9 
1%9 l, 022. 5 :m:L 8 
1970 1,319.9 :n9.4 
1971 1,81'.-l.2 i '.l95.2 
1972 2,788.6 I 159.ti 

197:i 4,254.1 I 62:l.l 
197・1 -1,s:io.2 I 804.8 
1975 i 5,703.2 I 9fil.fi 
1971i ！時，330.0 I I ,2“7.:J 
1977 9,595.o I 1,526.o 

年平均成長不 （%） 

1%:l～67 , 15, f, i 1 fi. 7 
1967～72 I 44.o I 19.9 
1972～77 I 28. 0 i 27 .1 
19山～77 :is.5 I 21.s 

（出fjj-) The Bank of Korea, l{conom ic Statistics 

Y,・llrliook，各年版。

Cit l 1) 全商品輸出数珪指数に工業！日，l総／Jiシ工 7

を掛けて推1.＋したもの。

) fこことがiJJ］らかであるのしかし同時に，他の製

品分野および現地企業の輸出への貢献も決して無

慌できない大きさと伸びを示している。第 9表i土

屯‘子工業が輸出指向度を；（：；めつつ急速な拡大を示

し宅全輸出中のシェアを高めた模様をl契約してい

る。

ここで，上述の三ノ）（）） タイプのどれにも該当し

なし、輸出産業として， 197:=l年頃から急速に輸出を

伸ばした造船業が挙げられる。第10表には，船舶

の国内生産が輸出に特化して拡大した一方、その

国内需要のほとんどすべてが輸入で満たされてい

る様子が示されている。この一見して奇妙な状況

は，韓国でもまた他の輸出国でも見られる輸出促

進措置の結果として惹起こされたものであろう。

以上，本節では韓国輸出工業の構成変化を跡付

けてみた。 1960年代初期の主要輪出品は繊維と合

版であり， ω年代後半には，それらに加えて，新
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輸出特化産業である衣服やかつらが輸出の伸びに

大きく貢献した。 1970年代になると，繊維と衣服

の輸出が高い成長を続ける一方，かつらの輪出の

減少を補うものとして履物の輸出が台頭した。こ

の時期に最も7急速な輸出の拡大を示したのは，電

子，造船、金属製品の三つの分野であり τ これら

の産業がu、わゆる重工業輸出の中核をなすもので

ある。韓閣の工業品輸出の量的な拡大の背最には

このような種与の産業の継起のダイナミガムが見

ムれるのであり，輸出拡大の 1カニズムにつL、て

も異なった特徴が見出される。次節では，工業発

展の各段階において輸出拡大と工業化全般との関

係を検討し、 ！輪出が工業化を主導した と三わ

れるメカ二ズムを検討したし、。

〔注 1) ここでの輸出向工業の分類はハライナーに

よる。次の論文を参照。 Helleiner,G. K., ＇‘Manufac-

tured Export可 fromLess-Developed Countries and 

Multinational Firms，” Econu川 HJournal, ¥'ol. 83, 

No. 329 (March 1973), pp. 21-47. 

（注 2) Myint, op. cit. 

（注 3〕 Watanabe,Susumu，“International Sub-

contractin仏 I・:mployment and Skill Promotion，” 

lnternati川 zalLabor Re,•l.:w, Vol. 105, I¥o 5 (May 

1972), pp, 425-449; Helleiner, op. cit., p. 28. 

E 工業日l輸出・工業化・経済発展

本節の謀題；こ取組むにあた iんまず， 工業品輸

出と工業生産の実質成長率を比較してみよう。こ

のために，工業品輸出の数量指数が推計され，製

造業生産指数とともに第11表に示されている。そ

れによれば， 1963～77年の期間の平均として，輸

出の成長率は生産の成長率の約2倍であったこと

がわかる d ついで，一次から三次までの各5カ年

；十画期にほぼ対応する三 J〕の小期間について見る

と，輸出と生産との聞では成長率の動きに著しい

対照が見出される。すなわち，輸出の成長率が減

開発戦略として口「韓国モデル」

館l2ii後産業グ〉レープ別輸出比率， 1963～75年（%）

附 i1弼6I 1970 1973 T 1975 

全製造業 I :1.s1 9.71 1:ui: 29.51 21.0 
食品・飲料 I2. 21 5. 9[ 3. 71 6. 21 s. 5 
繊維製品 I 4.sl is.of 26.41 47.21 36.4 
その他軽工業 1 4.11 13.31 22.31 36.71 27.3 

化学製品！ 1.11 5.2! 6.21 10.91 10 fi 
4主属製品 I1:ul 9.8 ,.2! 26.41 1, .. 1 
機械； 2.81 5.8/ 9.:,; 33.3；批2

（出所） The Bank of Korea, Co川Pilatoη Report

on 1975 Input-Output Tables, 1978および
“Input-Output Structure of Kore泡nEconomy in 

1970，” lvfonthly fむ’I•ort (The Dank of Korea), 

July, 1973. 

速する一方生産の成長率は加速化し，第3期（19

72-77）につし、て見ると生産の成長事は輸出の成

長率にほぼ等しくなっている。このことは，幹回

の工業発展が輸出に主導されつつも輸出産業のみ

に限定されたものではないことをはっきり示して

しι。そこで，本節では，輸出指向工業と工業化

全般とを結ぶリンクについて検討したい。

第12表は，大ちりした産業グループについて総生

産中の輸出の割合の推移を示したものである。わ

れわれは，短期的変動の影響を受ける単年のデー

ゲから構造変化を読取ることtこは注意深くなけれ

ばならないし，また延長表である1973年の産業連

関表の信頼性にも註意を払う必要があるであろ

うつしかし， 1963年の 4%以下から継続して上昇

を示した全製造業の輸出比率が， ！%｝ ：－＼次計画期に

至って一応の上限に達した模様であるとの結論を

下しても大過ないと思われる。第11表の輸出と生

産の成長率を見ても 1972～77年期には両者ほぼ等

しくなっており，輸出比率の変化が小さかったで

あろうことを裏書きする。

産業グyレーデごとの輸出比率を見ると，前官liで

確認した各期の主要輸出産業は了与し、輸出比率を示

しているが，ことに顕著なのは，繊維製品（衣服

を含む）とその他軽工業の 60年代後半からの輸出

93 
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ffi 13表 産業グルー／日IJの生産年平均成長ギ，

1963～77年（%）

時-Jtljf：｛分時期区分時期区分

I ! I 196＇.ト671967-72' 1972← 77 

I J'i 食品・飲料・ 7ハコ 10‘5 18,2 14.0 

12) 繊維，出Hk,1J:W 19.1! 29.7 26.6 
主世ぇ 1佐 20.8 29.3 18.4 

！六文 ）！日 29.:l ユ7.4
tι十← i¥11 ,'r!, 10. 1 2,1.9 民；l.l

Jィ立 物 45.3 

仰 木1才お f仁び製川 20.7 lii.9 12.:-l 

(41 紙製品、 1:[J防止 1-l-l貯 12.fi ! 14.0 14.9 

15) fヒ ρ／：喫日 19.9 20.9 20.4 

:6! :JI ;iーλl,c（，鉱物会別品 28.0 9.4 16.8 

鉄一次 伐偶 9.7 22.0 :m‘（｝ 
Hl. :3 25. l 40.5 

非£：I: _'.i：：：属 5り 11. 2 :07.8 

,7; 金属／Jil金14 属機機製悦況伴l l“.7 15.2 51. 9 
りin： 品 2:ui 2.忌 55.l 

般 特攻 1.6 16.討 25.8 

（呂）；註気機 {it¥' H,.9 26.9 5/i A 

輸）_1/l"J送－粘機性；1発械t'li 
25.9 n.2 5:l.9 
戸，．門I 29.0 50.2 

（「lii"i/ri The Bank of Korea, Iよε＂（） !JI)川 i,・ Stutist" s 

Ycarhool,, /.1)1/i, I〕]l.us 131. 

比率の上外と，金属製品と機械の70年代初期の輪

/J¥比中山之＇・ Ulで主〉る。さらに， 1Y73年から75{f

にかけと， I.述の v 、ずれのゲ／レ－－~，＂で ι輸出比率

が低下してL、ることも注目に値するけ！）。これら

の新！日輸出産業ど対比して，食飲料，化学のfil,1産

業の輸出比率は若干のト昇イ前向を示してはいるが

依然としてきわめて低い水準にあり， 1tif産業が基

本的に国内市場｜訂け生産に依存してヤることを示

して 1，、る。

第13lxi土， 工り細かな産業ゲループ日ljに，；三つ

の小期間に，・，き＇.＇. t二i主の成長率を示したものであ

る。この去には，第2期の繊維， J三月日，第3期の

皮革‘電気機械，輸送機械，金属製品等にもっと

も顕著な上行に司 f干期の主要輸出産業が全製造業

の平均以上の成長率を記録していることが示され

ている。同時に、この表は，輸出への依存度がそ

れほど大きくなし刈、くつかの産業での目覚ましし、

94 

成長の模様をも示している。この中で特に注目に

値するのは，基礎金属産業での成長の加速現象で

あり，その成長率は製造業全体の成長率と比較し

て，第 l期には低く，第2期にはほぼ同じ，第3

期には上回るとし、う実績を示している。同様に注

目に航するのは，輸出比率は10%そこそこにしか

ヒっていなし、化学工業での年率20%程度での着実

な成長の記録である。これらの国内市場向け産業

の成長を輸出指向工業との関連で考察するにあた

り，ここでは後Js連関輪入代替のプロセスを亘視

する (/12」そこで以下に，より詳細な産業分類に

つき，輸出比率，輸入比率の動向を検討してみる。

第14表は，製造業内部を22の産業グソレーフわに小

分煩し、そのそれぞれにつき輪出と輸入との総生

産に対する比率を示したものである。最初に輸入

比率に日を向けると， 1973年から75年にかけて～I: 二

昇，を示したのは「L~）のケ

がわかるO この期間に輸入比率の著しい減少を示

Lたゲノレ－・－fの中には， 「紡績糸および織物j

〔.2064→.0842), 「基礎化学J(I.:l724九 8459），「そ

の他化学製品J(.43:l6→.2387), i銑鉄および鉄

鋼 J(.6486→ .3550), f鉄鋼製cJ,JC.5開9→ .3482),

r-,w鉄金属および製品J(1.2462→. 62()()), （金属最

終製品j(.3597→ .1670〕， 「一般機械j(::I. 038（｝－→2. 

:l516）等がある。上記の八つのグループのう -t,,

基礎金属と化学関係の産業の輸出比率は10~｛，以下

であり，これらの産業の成長にとって輸入代梓が

主要な役割を果たしたであろうことをうかがわせ

る。しかし，金属・化学等の基礎原材料分野での

輪入代替の進展には，工業品輸出の急速な拡大が

間接的にではあれ重要を貢献をなしていることが

見失われてはならない悦3」 ［銑鉄および鉄鋼j

について見れば，最大の需要先は建設業であるが

輸出依存度の高い「鉄鋼製品Jおよび「造船業J
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第14表 産業クーノレーフ）jljの輸出比率，輸入比率， 1960～75年

I 1960 I 附 i附 I 1968 1 
一 、一一

1970 1 －－；.日可 m5~
食 ロロロ JJ;;t 0.0237 0.0:339 0. 0707 

0.1203 0.0769 0.0851 

飲料，タバコ Ei/Xj 0.0097 0.0024 0.0389 
,¥[y/Xj 0.0洛5 0.0011 0.0017 

紡帝と糸，織物 E,/Xj 0.0264 0.0561 0.1237 
M1/Xj 0.2399 0.1984 0.2795 

繊維最終製品 E;/X1 0.0217 0.0346 0.1846 
1">f.JiX1 0.0691 (). （防79 0.0132 

木村台板，木製品，家具 /j/j~ 0.0310 0.0962 0.2771 
0.0012 0.0215 0.0132 

紙 製 ロ＂ロ fiffc; 0.0059 0.0014 0.0161 
1.2625 0.2,159 0.2414 

印刷，出 版 E;/Xj 0.0104 。 (l()(i0 0.0100 
λん，：x, o.m39 o. 0316 0.0197 

皮革製 品 tt;?J:~ 
0.0164 0.0018 0.0453 
。 0042 0.0032 0.0284 

ゴム製 r'1111 I~ ,/Xj 0.0582 o. o:i20 0.1736 
Mi/ Xj 0.2776 0.2176 0.2124 

基礎化学製品 E.1/X.; 0.0533 0.0212 0.0316 
M1/Xj 0.3924 0.8199 1.0799 

その他化学製占！， l~1IX1 (l. 0114 0. ()()56 O. 0021 
,HJX1 2.7514 o.:l437 0.7475 

化学肥料 E1/X1 
M1/X1 I 3.9497 2.7861 

石油，石炭製占／， I~ !X1 1 0.0464 
M1!X1 lり179 0.6885 o.:H12 

非金属鉱物製品 E;/Xj 。岨0227 0.0146 0.0573 
Mj/X1 0.1324 0.1555 0.0759 

鉄 斜 I三，／XJ 0.0781 ｛）.（防29 0.0031 
AI1!X1 0.2128 1.1277 0.8033 

鉄鋼製 品 Et/Xj 0.0190 0.2803 0.1341 
M1/Xj 0.5629 0.5146 0.4124 

非鉄金属およびー；欠製品 π：：：：~； 0.0416 0.0554 0.1199 
1¥11 0.6519 0.6575 0.5952 

最終金属製品 E;/X1 0.0057 0.0174 0.1017 
Mj/X1 0.1066 0.2155 0.5555 

一時空機械 E ,::~ ・1 0.0152 0.0296 0.0882 
:iL 0.8182 立.1471 3.8443 

電気機 械 liffc~ 0.1721 0.0350 I 0.1034 
2.0830 0.5829 0.3796 

輸送機示。
λE lJi; 0.0558 0.0218 0.0160 

0. HOl 0.2815 。.7614

その他製造業 tt;jt 0.0648 0.0933 0.2436 
1.2039 0.1558 0.1102 

0.0706 0.0施。 0.0876 
0.0833 0.0901 0.1095 

0.0263 0.0032 0.0倒β
（）.（川24 0.0029 0.0108 

0.1314 0.1640 。.3218
0.3020 0.1514 0.2064 

0.3233 0.3347 0.5796 
。.0112 0.0098 。.0317

0.3444 0.3570 0.6576 
0.0235 0.0164 0.0134 

0.0201 0.0242 0.0813 
0. :l431 0.:1059 0.3402 

0.0437 0.0124 0.1；汚3
o. :-1976 0.0568 o. 0284 

0.0757 0.0650 0.2592 
0.0145 0.0487 0.1778 

0.22（〕O 0.2:-111 0.4811 
0.2236 0.0378 0.0251 

0.0199 0.0249 0.1116 
1.0870 1. 7953 1.3724 

0.0033 0. 0256 0.0777 
1.0407 0.5024 o.,1'.136 

0.0352 0.0533 0.0429 
0.6995 0.0437 0.1661 

0.0284 0.0670 0.0481 
0.2641 0.0292 Cl. 0476 

0.0413 0.0386 0.1279 
0.0814 0.0665 0.0814 

。（的04 0.0406 0.0177 
1.01槌 0.0623 0.6486 

0.0136 0.0413 0.3190 
0.3532 0.4121 0.5099 

0.1945 0.1151 0.1048 
1.0163 0.5,117 1.2462 

0.1131 0.1408 0.3828 
0.4983 0.7040 0.3597 

。 0251 o.m51 0.27但
4.7756 :l.7J68 ,l.o:380 

0.1203 0.2194 0.4797 
0.2340 0.6946 0.6027 

0.0061 0.0189 0. Of渇5
0.6剖 8 0.6448 0. 7909 

0.2948 0.5303 0.6538 
0.2159 0.1838 0.2147 
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(tf:lBr) The Bank of Korea, I-,謂put-OutρutTahles, 1960, 1963, 1966, 1968, 1970, 1973, 1975 (!96(}--197:l年度

については次の資料の計算に依拠している。 SukTai Suh, Importぬhstitutionand EconomκDeveloj>ment 

in Korea, Seoul, Korea Development Institute, December 1975, pp. 93-97). 

（注） 輸出比率三輸出／総生産。

輸入比率＝輸出／総生産。
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第15表 ,if来構造（総生産にt｛－）く） (%) 

: 1州） 11%31 I附 i1970 i 1975 

l民林水産業 2s.s I :m.2 I 26.7 i 18.5 i 1-1.2 
2鉱業 lリ I 1.711.711.211.0 
1食品、打、朴二1＜長 引.4! 9.5 I s.s I 9.o I 8. 7 
1.繊維 i ＇／~と 7.1 1:21 7.9 I 7.5 i 10.2 
5.その他軽工業 , s. 1 5. s I 6. :i I 札 2I 0.1 

(:J～5軽工業） は1りl1U2.2l(22.7)[C,2.7ll(25.仰

心．化学 l 事1 J.4 4.1 4.8 I 6.s I 11.7 
7.金同 l 業 1 !.() 2.1 2.2 1 2.8 I 4.6 
8.機械［業 IL7i2.2 1自 :-1.7 I 1>.,1 

f（】～品 1)¥;｛［二r下工業lI (7.o)I cs.,1) (9.8) (n.0)'122.7) 

（：＼～ιf製造業） 1128.リ） (:,o.r)u2.5) (:1:,.7) (-17.7) 

9建 パ業 5・1I 5.2 7.1 9.5 ii.7 
10. ',Iiスヲガス 1.:1 i 0.リ I.II 1.:i, 1.5 
11.卸ノト主党； 7.2 ! 8.4 I 9.5 リ8I 9.() 
いけ トー内ノワ I 

｝ ／ ゼの（也 2'u, 2:ul 21.4 , 24.o 119.9 

(9～I'.' :i':＇トーヴ f I I 
てす；業） f (,1:¥.7! U7.5）＇ゆ 1)(4,1.6)/17.1) 

行 ,;¥ 1(川 川 ） J川［削0ll(Kl.O 

( /l¥1fi) The Bank円fKorea, inf’11t Out f>ut Tahf<'s, 

](Jli: ¥, lリ70 l斗75

かi",,1；需要cirt師、もきわめて大きいり I手I鉄金以 i

につし、て；t，「電気機械が長大の需要先である。

「民礎化学｜の最大山用途は輸出比率円きわめて

｛~＇ぜ、 ｛;-J創設維製品・ 7＇ラスチヴデ i製品山原材料で

ある {i'nliJ救維・ （＼＇成樹日目を含む「その｛也化学製品 i

でt,，る 二.flらの例にゆjらかなごとく， J生入財（／）

愉人代替は輸出の拡大カミ工業化全般に波及効果を

及ぼすーっゾ）重要な往路であり， ことに、 i見棋の

経1汗が大きノ倍）j＜分£¥Ifで一定の需要を確保して －／

ロジェクトの技術的効来性を｛与日正するためには、

輸出産業かじのif1ミ生需要はきわめて主要な役’Mを

来たしたと芳えられる叩 4'o 

基礎原材料分野での輸入代干干の進捗：状況に比

"・ 機争責I主主， ニレに ・唱生機械の分野での輸入代

宮内土町 いヒたその絡に， ) ＼、たばかりの上うに思わ

れる。機械産業での規模の経済は部品生産と最終

生l辛物キJl立山効率的な分業体制に依{r・tゐとこ Y》

が大~ L、-/Ji、 三れ仁でのとこん緯j[j(I）輪ll¥tfiinJ機

械産業は特定の工程に特（ヒするTf；でJ急速な輪出の

96 

第16表 製造業と経済全体の年平均成長率，

1958～77年（%）

製造業
（生産指数）
製造業
（十l)J[l j阪11在i、）
非 次部門
（付 1Jll{dfi 1在l') 

(; D P'' 

一次部門
（付加i{ilfi 11在l、）
民 業
（生産指数〕

11958～11併i:l～11967～！1972～1096:J～
6:31 67i 72i 7T 77) 

吋 Hi.711叫27.11

10.11 lG.41 20.2 19.5°'; (18.8") 

(21‘5) 

''I (12.s＂弓

4.日， 8.11 Hl.1111.2"] (9.9") 

つつ 1.5 :1.41 5.7山 i(-1.6＇、）

:l.01 5.:1 :¥.8i G.03 (,1.94) 

(/fl「？？） The Bank of K，》rea,H，οJlO川 it仇守tali今、ti正s 

Year!>oοk, 197:l, 1978. 

けれ 1) 1970年不変要素価終。

21 1977年につνては暫定的数値。

：り 1972～76f「。
4) 19日～76年。

r＆±止を達成しており，今後輸入代替を通じて社会

的分業体制を構築してゆく余地が多く存在するよ

うに思われる。

輸出拡大と工業化全般を結ぶ今一つのリンクで

ある所得効果につし、ては， 後方連関効果のような

はっきりした関係を見出すことは難しい。われわ

れの推察するとこんは，輸出指向工業化が可能に

する急速な所得の増大が，他の工業化戦略を採J , 

ている場合に比較してより大きな消費財への需要

を喚起し， 工業化全般により大きな波及効果を抗

, ）であ 7－， うどいうことである。この推論の前段の

所1~1の増大につし、ては後に統計的に確認するが‘

ここでは，食品，飲料，タバコ，織維， f王mi，皮

革等の消費財産業の成長率が，輸出指向工業化戦

略が採られる以前の1958～6：－＼年の期間については

年率 2'X，を少し越える程度であり， その後の成長

率と比べてきわめて低いことだけを指摘してお

く、ら

本節では工業品輸出の拡大が工業化全般に11，え

る波及効果として，後方連関輸入代脊による原材
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料供給産業の成長を主として取り上げたが，それ

に最も貢献したのは輸入代替から転換した輸出産

業，ことに，織維，金属加工の両分野であったよ

うに思われる。新たに移植された輸出特化産業は

輸入中間財への依存度が依然として高く，園内関

連工業への十分な波及効果を示してはいないこと

が多く指摘されている（注5）。しかし，これらの産

業も雇用の増大には大きな貢献をなし，その所得

効果を通じて工業化を支える一因となったこと

は，以下に見るとうりである。

これまでの本節での論述は製造業部門に限定さ

れていたが，ここでわれわれの視野を経済全体に

拡げ，他の部門をも含めて経済発展全般の推移を

検討しよう。まず，総生産中のシェアで見た産業

構造の変化を第15表に示す。この表によれば，

1960～75年の期間につき製造業のシェアは30%弱

から50%弱にまで着実に増加したこと，その増加

の大部分が重化学工業のシェアの上昇によるこ

と，そして第一次産業のシェアは1963年以降減少

を続けていることが明らかに読み取れる。すなわ

ち，総生産で見る限り， 1960年代の韓国の経済発

展の過程は，重化学工業の急速な成長により特徴

づけられる工業化の進展と，その反面としての第

一次産業のウエイトの低下という産業構造の変化

を伴っている。第16表は，製造業および非農業と

農業の実質成長率を， 1958～77年の期聞につき比

較したものである。 1963～77年の期間について見

ると， GD Pの成長率は製造業の成長率の約半分

であり，その相対的関係はどの小期間についても

変わらず，両者とも成長加速のパターンを示して

いる。

これに対し， 1963～77年の期間の第一次産業の

成長率は，平均してGD P成長率の約半分，製造

業の成長率の約4分の lの水準であり，また上下

動を繰返してきた。ここに示されている第一次産

業とその他部門との聞の成長パターンの相違は，

輸出に主導された工業化の波及効果が第一次産業

の高成長をもたらすものではなかったことを示し
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鮪18表失業率， 1963-75年

全国

1963 I 8.2 
1964 I 7. 7 
1965 ' 7.4 
1966 7.1 

1967 I 6.2 
1968 I 5.1 
1969 I 4.8 
1970 4.5 

農家内皇子

1971 
1972 
1973 
1974 
1975 

4.5 
4.5 
4.0 
4.1 
4.1 

l.fi 
1.3 
1.0 
1.2 
l.:l 

7.4 
7.5 
6.8 
'?・8 
6.6 

（出所） Economic Planning Board, Annual 

Report on Economically Active Population, 
1975. 

どいる。以下，第一次産業とその他経済部門との

聞の労働力配分と所得隔謹の推移を統計的に検討

し、工業化の過程での第ー次部門の経済的状況に

ついての概観を得ることを試みるo

第17表は， f家族従業員を含む）雇用の産業活lj構

成の1960～75年にわたる変化を示している。第一

次産業での雇用は全期聞を通じてシェアの低下を

記録しており，第一孜産業のシェアの減少分には

製造業部門とサーヴィス部門のシェアの増加が対

応している。その時間を通じての変化を見ると，

1960年代にはサーヴィス部門が非一次産業での雇

用吸収の中心であったのに対し， 1970年以降は製

造業部門での雇用拡大が全体の半ば以上を占める

ようになっている。そして，サーヴィス部門の中

では商業・サーヴィス産業，製造業部門内では繊

維（衣服を戸；む），機械の両産業グループが， それ

ぞれの期間に雇用拡大の中心であることが示され

ている。製造業部門での雇用の内訳iこついては，

生産高について見られたような軽工業に対しての

重化学工業のシェアの増加傾向は見られず，両者

の雇用はほぼ等しし、成長率で増加を続けたことが

わかる。産業グループ。別には，上述の繊維，機械

など輸出指向型産業を含むグループでの雇用拡大

が注目されると問時に，国内市場に重点を置く食

品，化学などのグループPでの着実な雇用の増大が

製造業部門全体としての雇用吸収に大きく貢献し

ていることも看過できない事実である。

第18表は， 196:J～75年の期間につき，都市およ

第19i長都市部および農村部における家計所得（月平均〕

農

（単位：ウォン〉

家計

実質所得

197,915 ( 77 .4) 
243,287( 95.1) 
253,923( 99.:1) 
双お，632(79.6) 
210,641( 82.3) 

214,756( 84.0) 
222,863( 87.1) 
248, 715( 97 .2) 
2日，8（は（100.。）
317 ,348(124.1) 

344,342(1:K6) 
367,235(143.6) 
371,598(145.日）
379,5:16 (148.4) 

令（一）

家計［） I 

実質所。符 l 名目所得 ｜ ト？市名目 所得

1962 I 96,600( 25.3) 
1963 ! 80,160( 21.0) 
1964 . 97 ,300( 25.5) 
1965 • 112,560( 29.5) 
1966 161,520( 42.4) 

1967 i 248,640( 65.2) 
1968 I 285,960( 75.o) 
1069 I 333,600 C 87. 5) 
1970 i 381,240(100.0) 
1971 451,920(118.5) 

1972 I 517,400(135.7) 
1973 , 550,200(144.3) 
]974 I 644,520(169.1) 
1975 859,:120(225.4) 
1976 . 1,151,760(302.1) 

29:-l,617( 77.0) 
201,914( 53.0) 
166,610( 43. 7) 
192,740( 50.6) 
246,972( 64.8) 

342,952( 90.0) 
354,789( 93.1) 
376,099 ( 98. 7) 
381,240(100.0) 
402,422(105.1) 

411 , 975 (108 .1) 
424,865(111.4) 
402,573(105.6) 
424,985 (111. 5) 
497 ,:306(13ο.4) 
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（出所） The Bank of Korea, Economic Statistics Yearbook，各年版。

（注） 1）賃金俸給稼得家許。
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開発戦略としての「斡閤モデノレ」

第20袋都市部および農村部における家計の消費支出（月平均）

市 家計l)

実質支出

一｛…）
176,100( 58.8) 
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 ( IL＇，所）第19表に同じ。

（注） 1）賃金俸給稼得京Alo

び農村の失業率の動きを見たものである。上で見

た腫用の拡大が経済全般にわたっての雇用状況を

着実に改善してきたことが，失業率の減少に明ら

かに示されている。第14表と第20表でほ実質所得

と実質消費の動向を農家家計ξ都市家計を対照す

る形で示してある。都市家計について見ると，

1964～65年前後と74年の物価高騰期を除いて実質

生活水準が着実な上昇を示している。これに対し

農家家計の生活水準について見ると， 60年代にお

ける停滞と70年代に入ってからの上昇傾向との対

照が観察される。第21友は，都市・農村問の所得・

消費の隔差をさまざまた指標で示したものである

が‘ 1968年以降農家家計の相対的経済状態が改善

されていることはどの指標で見ても明らかであ

る。ただし，名目家計所得では1975年には農家家

計が都市家計を上回る一方，家計の構成員数，物

価上昇率の違いを考慮して実質1人当り換算で見

ると司農家家計の相対的地位はまだきわめて低い

も1つであることが示されている。

農家

名 H 支出

55,740( 26.8) 
77,460( 37.3) 
101, 118( 48. 7) 
100 ,492( 48.4) 
109,878( 52.9) 

127 ,667( 61.4) 
143,104 ( 68. 9) 
171,371 ( 82. 5) 
207,766 (100. 0) 
244,463 (117. 7) 

309,665(149.0) 
337,3巳0(162.4)
1:15,4~)0(209.6) 
61/i,280(296.6) 
719, 183(360.6) 

一（…）

（単位：ウォン〕

家計

実質支 111

177,516( 85.4) 
202, 2,15 ( 97. :J) 
204.279( 98.:1) 
182,381( 87.8) 
177,796 ( 85.6) 

183,430( 88.3) 
178,212( 85.8) 
195,629( 94.2) 
207,766(1叩.0)
217,668(104.8) 

248,328(119.5) 
257,716 (121.。）
2:¥9, 9;;,9 (115.ι） 
267,948(129.0) 
275，出1(B2.8) 

ー（ー）

第21畿農家家計と都市家計の所得水準・

消費水準の比較（%）

l鵬 119681間 ・r；；九
｛名目 rn i I 

家計所得実質抗日 86I 的

1名目 107 I 57 I 80 j 93 
1人、片町所得 l,1;昌 I~~ I I i l実：漬 111I 57 I 79 i 81 

労働者 I人当り j名目 43 I 21 I 11 I 48 
所 得 l実質 44i 21 I 41 I 42 

家計消費（委員！？：｜釦お｜お

1人当り消費（実員 i~ I 器｜ 社｜ 湾
労働者 1人当り J名目 40 I 21 I 38 I 44 
消 費 i実質 43¥ 21 ! 38 ¥ 39 

（出iW) Rao, D. C.，“Economic ( ;rowth and Equity 

in the Republic of Korea，＇’ 1'Vadd Deuelojnnent, 

Vol. fi, No. 3 (1978り， p.388および第19表，第20:表。
（作） 農家家計の平均月額の賃金俸給稼持者~市家計の

平均]J衡に対する比率。

最後に， 1968年以降の農家家計の相対的地位の

改善をもたらした要因を簡単に検討しておこう。

第22表と第23表は，それぞれ，農家の交易条件と

政府の穀物価格支持政策の推移を示したものであ

る。まず第22表について見ると， 1968'￥を底とす
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第22袈農家交 易 条 件
（指数： 1970口 100)

1973 I 1975 

受（う取ち穀価物格）｜｜ 
40 267 
(47) (73) (169) (303) 

支払価 格 35 143 2:,8 

父 局条件 l 114 115 112 

（出所〕 Rao, D. C.，“Economic Growth and Equity 
in the Republic of Korea.＇’協Tor!d /)evelopm円 it,

Vol. 6, N円. 3 (1978), p. :387. 

第23表政府放出価格の購入価格に対する比率

｜山 I1971 I 197:l I 1975 

米 I 1.19 I 1.11 I o.99 I o.ss 

た支 1 o.90 I o.88 I o.86 I o.75 

（出所〉第22表に同じ。
（注） 取扱い費用および損失を除く。

る農家の相対所得の改善と農家の交易条件とがノξ

ラレルな動きを示していることがわかる。次に第

23表を見ると司 1968年以降の交易条件の改善の背

景に穀物価格支持政策があったことがうかがわれ

る。これらの状況証拠に基づき，韓国における工

業化が農村からの大量の労働力移動をもたらした

一方，工業と操業との問の産業連関は不十分であ

って工業発展が農業発展を誘発するメカニズムば

存在せず，農業部門の所得水準は政策的措慣によ

り保証されたとの結論が導かれる。

この結論は韓国の開発戦略を必ずしも否定的lこ

評価することには直結しない。政策的措置による

ある部門の所得保証は総合的開発戦略のー構成要

素としてその意義を評価されるべきであり，その

こと自体で開発戦略全体が否定さるべき根拠はな

ν。本稿の実践的関心は開発戦略としての「韓国

モデソレ」の東南アジア諸国への適用可能性の問題

であり，それらの国々の経済的条件の下で「韓国

モデル」のメカニズムが働き，望ましいマクロ面

でのパーフォーマンスを達成しうるかどうかの検

100 

討である。次節では，この点についての予備的考

察を行ない，今後の研究課題を明らか比すること

に努めたい。

（注 1) ただし，このうちのどれだけが構造的要国

による i，の与あり，どれだけがhiIUl約な輪Ill動向によ

るものかは，慎重心ぬ討を必要＇： -rる。

（／.主 2) この点を考えるにあたって次の論文から争

ぐの有ぷ’t／ド唆を受けよ。渡辺平I!た「韓［Fjのr,f済発Jj,'.

1重化学i業｛tJ（『tit界経済討論』 19781110））号〕。

（注 3) その詳細な分析については，同上論文を参

照きれとい。以下山叙；，1,u, 1975年の産業；世間表にj{;

きれている投入関係の慨述である。

（注4〕 ただし，ここで石油化学や一試製鉄所の大

縦鎖プ υツ、タトの経済的効率け山総合i'l'J；トr/1問iをする

用意はた L、。

〔if:5〕 TheKorea Development Bank, Industry 

in Korea 1976. 

IV 結語：「韓国モデソレ」の適用可能性

本稿では，韓国での工業品輸出拡大の観察を出

発点として，それが工業化全般，ひいては経済全

体の発展にどのような影響を与えたかを考察し

た。本稿でのわれわれのファインディングは，工

業品輸出の拡大が後方連関および所得効果を通じ

て工業全般，さらには非一次産業一般の発展を誘

発したこと，そしてそれらの部門の成長が大きな

雇用吸収効果を持ち失業を解消したこと，しかし

同時に工業化は都市・農村聞の相対所得隔差を拡

大させる傾向を持ったこと，以上3点に要約でき

る。

以下， 「韓国モデルjの適用可能性を考察する

にあたり，支ず韓国の輸出主導工業化の背景をな

す要因を， 「序」でのポ－＝ブェイの政策的結論

の紹介に対応する形で列記し，併せ東南アジア諸

国の経済状態との比較も試みたい。

(1）韓国は当初労働過剰経済であり（第18表参照〉，そ
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の発／.［；戦略i土に業化合i1,,c_、と十るものであ，，た。

2) 19(i（）年代初期からの隣同の経済発l1iはポ、ニブエ

「の定義するところの輸出代嘗成長と特徴J >fJるこ

Eができるの

(.1) 母一国での愉Ill代替成長には輪ノ人代替成長期が先行

Liこ。

(4) 持l主｜でnJi/j氏l也十のJ経済構造は，京)tjアνアにl七

ユ二；，， '1 Lー庁と伝統的経済活動との分裂の度行

方訂土るカペこ rトさ方、 Jfこ仁うにjど、htlるc

i5) 2業売！誕の水準（物理二的• 11,lj度以jfンプラストラ

ケチャ の整備J，工業化への現地人の参加の程度

どい Jた点；こ J守、 iln:IJ経済，／）品目民地II寺f＼；からの遺

作は束尚一Tcアロ昔［両における l、りも ff,fiJなものであ

' Jたと思jd Lるc

1時1 1950年代の侍l司の l：業化の始発月J;t，他の途ト・.L!il

ど1i;Hい＇J,I命人代脊政策作系に上って特徴 ＇）け人れJ

るのし I)• ＇，，， 、持巨~で材］入代替！切に育成された亦￥の

範囲は｜；民心hたιのでふり，主だ外｜国企業への依ι
t士見られtr.ノンー 1たP

~: 持［斗での輪山代目三ヮtu：はiづfなi;lt＇＼：~発／1（ に ｛tとわれ

たものではたく司 1970ifイじt'ffにいたど〉主で食料止の

i'I給はjjさ1&ciしなんし、た弓

l吊）似：W＼代符1ix:I.'.:cn干Jj:lf;Jjにおv、乙枇地の企業家居が

その 't.rli'i ，~到を斬JIL＇，に杓向させる上での q，心的役主1]

を担 たr :.. 1J通L，その上九な企業家能力のどれだ

けが（ポ一一ブ ι （（／〕想定する仁・1に）輸入f＼＇：存期

に｜司英三｝tiこものであけ‘どれだけが倣民地時代に

主計塑 Lるも山でJちるのA‘はIJJんかでなヤ。

l!)i l %0年！日の韓国ブ）経済発／Jiは．少な〈とも台湾と

のけJLでi上農業宅医を｛-:fわなし、［った｛ヒと要約でき

る上り f:,13tl コれる勺し方 •L 、 w:i-,トi rジア諸｜訴での農

業発Ir；の水準と比較すど〉ときには，緯i時「；号誌の60年

代初jifjの状態はより肯定的にぷMiされるものであろ
、戸．、
' C、

J：；己のコ£ントはL、ずれも多分に陵昧かっ雑駁

であることを免れな L、が，韓国の輸出主導工業化

の経験を歴史的ノfースペクティヴの中に位毘づけ

て芳える上での＼、くつかの考察点を子！とLたもので

ある c 以下，三れらの点を念頭に置きつつ，：本稿

でのわれわれのブアインヂィングの開発戦略面で

の合意を怜討しようけ

開発戦略正 Lての「斡i司そヂノLJ 

第 1に，韓国において1960年代初期の工業化戦

略の変更に反応して輸出始動に貢献したのは，そ

れまで国内市場向け生産に従事していた現地企業

である η それは1960年代後半に輸出拡大の中心と

なった輸出特化産業にっし、ても同様であり，さら

に1970年代に創設された輸出産業についても，現

地企業の役割は無視できない大きさを持つもので

ある。ポー＝フェイが推奨しているような輸入代

替から輸出代替への工業化戦略の転換が他の途上

国で同様の反応を生むかどうかは，輸出奨励政策

体系が影響を与えることを予想している産業およ

び企業の状況に決定的に依存する。すなわち，あ

る状況の下では，政策変更が積極的な反応を生み

出すことなく，単に経済活動を混乱させるだけに

終わる可能性を否定できない位1＼このような状

況の下で工業品輸出を拡大するには，外国企業の

誘致による新輪出産業の育成という方策が中心と

なり、場合によっては新たな輸出ヱンクレーヴが

形成されるのみで，工業化全般への起動力はきわ

めてかぎられたものとなる可能↑生がある。この点

に関して，輸入代替期の工業発展の性格の遣いが

明らかにされねばならない。広範な産業分野にわ

たって長期間輸入代替政策を遂行してきた経済に

おいての輸出代替への転換が，ボーニフェイがモ

デル化している限定された輸入代幸子から輸出代替

への転換と同慌のメカニズムで考えうるものかど

ろか，一層の実証的・理論的研究が必要とされて

いる。

現在資源の豊富な東南アジア諸国で検討されて

いるいま一つの工業品輸出拡大の方向は，国産一

次産品の加工輸出である。この戦略の評価i土、一

次産品生産に与える影響と工業活動の効率性の両

方を総合してなされなければならない。工業生産

の効率性のみの見地からは，問題となるのは生産

IOI 
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工程の技術的性質であり，国内市場の存在（輸入

ii:: f手工業化jや国産原材料の存在（資源加i：工業化）

を産業選択の基準とすることは正当化されない。

二の点｝こ閲して，韓国の経済発展の重要なー側面

は，輸出指向工業化の初期において労働集約的産

業に特化することにより急速な成長を可能にした

ことである。韓国の1960年代からの経済発展の纂

調は「外向きの工業化J( outward-looking industrial-

izatioめであったが，それほ輸入代替からの転換

を意味すると同時に，一次産品生産と工業生産と

の聞の投入・産出関係の欠如をも含意するもので

あった。そして，そのような性格の工業化が，第

一次部門からの労働力の大幅な吸収にもがかわら

ず，都市・農村聞の所得隔差を拡大する結果とな

りうそれは穀物価格維持政策ぶより事後的に是正

されねばならなかったことは，先述のとうりであ

る。 「韓国モヂノレjのこの側面が東南アジア諸国

にとって可能であり，また望ましいものであるの

か，十分な検討が必要とされるoただしここで逆

に注意すべきたのは，国産一次産品の間内加工が

自動的に一次産品生産の成長をもたらすものでは

ないということである。ことに‘これ支で宋加工

で輸出されていた一次産品の間内加工が開始され

る際に，国内工業への保護として輸出規制等の措

置が取られる場合には，一次産品生産にとっては

マイナスの効果が及ぼされることになる。ポー＝

フェイが輸出代替を可能にする条件として挙げて

いる農業の近代化と工業企業家層の育成とをし、か

にして同時達成するかは，各国の事情に照らして

慎重に検討されねばならない今後の研究課題であ

る。

以上の 2点について東南アジア諸国のこれから

の開発戦略の方向を考えるにあたり，三つの異な

ったタイプの中進国一一一東アジア型とラテンアメ
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リカ型一ーの比較研究から多くの有益な示唆が得

られると思われる。東南アジア諸国は、地理的に

は東アジアの中遊園に近接してはいるが，経済的

特質はラテンアメリカの中進国により頬似してい

るという可能性は十分に考えられることである。

東南アジア諸国の経済開発戦略を考える際に［韓

国モデルjがどれだけの意味を持つかは，その暗

黙の前提が東南アジア諸国の現実にどれだけ対応

するものであるのかの総合的判断を特って初めて

答えうる課題であり，本稿での問題提起がこの問

題のより体系iねな考察に向けて些かなりとも貢献

をなしえていることを盟むものである。

en 1) こj)）.＇λ』二円寺，た」え；王フィリピンと♂e政

策転換の拘折の原闘に関してi洋納な研究がなされる必

要が F/,o 

（アジア経済研究所経済成長調査部）
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